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画を兼ねるものとします。



藤沢市防災・減災実施事業一覧

事業番号 事業名 所属部門 所管課

01 ふじさわ防災ナビ（小冊子）改定事業 防災安全部 防災政策課

02 ハザードマップの更新及び増刷 防災安全部 防災政策課

03 応急手当普及啓発推進事業 消防局 救急救命課

04 学校における防災教育の推進 教育部 教育指導課

05 危険ブロック塀等安全対策工事費補助事業 防災安全部 防災政策課

06 家具転倒防止対策事業 防災安全部 災害対策課

07 建築物等防災対策事業 計画建築部 住まい暮らし政策課

08 市営住宅環境整備事業 計画建築部 住まい暮らし政策課

09 災害時のボランティアの募集 防災安全部 災害対策課

10 自主防災組織資機材等購入費補助 防災安全部 災害対策課

11 指定防災井戸設置補助 防災安全部 災害対策課

12 地震体験車等の訓練での活用 防災安全部 災害対策課

13 地域防犯活動の推進 防災安全部 防犯交通安全課

14 近隣・街区公園新設事業 都市整備部 公園課

15 消防団充実強化推進事業 消防局 警防課

16 緊急情報取得手段の普及啓発 防災安全部 防災政策課

17 情報配信設備等整備 防災安全部 防災政策課

18 インフラ損傷時を想定した通信回線の確保 防災安全部 防災政策課

19 ＳＮＳ緊急速報情報サービスの運用 防災安全部 災害対策課

20 消防通信指令体制の強化 消防局 警防課

21 個別避難計画の作成 防災安全部 災害対策課

22 避難所等の環境改善 防災安全部 災害対策課

23 高齢者施設等防災・減災対策推進事業 福祉部 介護保険課

24 藤沢市立地適正化計画による安全・安心な居住環境づくりの推進 計画建築部 都市計画課

25 防災備蓄資機材の充実 防災安全部 防災政策課

26 マンホールトイレの整備 防災安全部 防災政策課

27 災害対策用ろ水機点検修繕 防災安全部 防災政策課

28 耐震性飲料用貯水槽整備事業 防災安全部 防災政策課

29 防災備蓄倉庫の整備 防災安全部 防災政策課

30 大規模震災及び特殊災害対策強化事業 消防局 警防課

31 消防救助資機材等整備事業 消防局 警防課

32 消防無線等管理事業 消防局 警防課

33 消防自動車等整備事業 消防局 警防課

34 津波避難施設の整備 防災安全部 防災政策課

35 急傾斜地防災事業 防災安全部 防災政策課

36 公園改修事業（法面対策） 都市整備部 公園課

37 市有山林の法面対策事業 都市整備部 みどり保全課

38 健康と文化の森地区浸水対策事業 都市整備部 西北部総合整備事務所

39 一色川の河川改修事業 道路河川部 河川水路課

40 浸水対策施設整備及び被害最小化に向けた取組 下水道部 下水道計画業務課・下水道施設課

41 防災広場及び備蓄拠点整備事業 防災安全部 防災政策課

42 生活・文化拠点再整備事業 企画政策部 企画政策課

43 片瀬山市民の家再整備事業 市民自治部 市民自治推進課

44 鵠沼市民センター等再整備事業 市民自治部 鵠沼市民センター

45 村岡公民館の再整備 生涯学習部 村岡市民センター

46 消防庁舎等の整備 消防局 消防総務課

47 消防庁舎等の維持管理 消防局 消防総務課

48 学校施設維持保全事業 教育部 学校施設課

49 学校施設再整備事業 教育部 学校施設課

50 学校施設環境整備事業 教育部 学校施設課

51 鵠沼中学校再整備事業 教育部 学校施設課

52 辻堂小学校再整備事業 教育部 学校施設課

53 帰宅困難者対策 防災安全部 災害対策課

54 文化財の保護 生涯学習部 郷土歴史課

55 保育所等整備事業 子ども青少年部 子ども総務課・保育課

56 一般廃棄物処理施設整備事業 環境部 環境施設課

57 環境事業センター災害廃棄物収集事業 環境部 環境事業センター

58 商工会議所との協働により実施する事業継続力強化支援 経済部 産業労働課

59 漁港施設の機能保全対策事業 経済部 農業水産課

60 農業基盤整備事業 経済部 農業水産課

61 空家対策事業 計画建築部 住まい暮らし政策課

62 村岡地区都市拠点総合整備事業 都市整備部 都市整備課

63 藤沢駅南口３９１地区市街地再開発事業 都市整備部 藤沢駅周辺地区整備担当

64 藤沢駅南口駅前広場及びデッキ再整備事業 都市整備部 藤沢駅周辺地区整備担当

65 狭あい道路整備事業 道路河川部 道路管理課

66 無電柱化の推進 道路河川部 道路整備課

67 都市計画道路等の整備 道路河川部 道路整備課

68 トンネル等道路施設の安全確保 道路河川部 道路維持課

69 橋りょう耐震化事業 道路河川部 道路維持課

70 下水道管路の耐震化 下水道部 下水道管路課

71 浄化センター・ポンプ場の耐震化・耐津波化 下水道部 下水道施設課

72 危険物施設等の安全対策・建物の火災予防対策 消防局 予防課

73 消防法令に基づく、火災予防指導事業 消防局 査察指導課

74 消防水利管理事業 消防局 警防課

75 災害時応援協定の促進と受援体制の構築 防災安全部 防災政策課

76 災害復興基金の活用 防災安全部 防災政策課

77 防災協力農地の確保 経済部 農業水産課

78 復興まちづくりの事前準備 計画建築部 都市計画課

79 応急仮設住宅の設置計画の推進 計画建築部 住まい暮らし政策課

80 地籍調査事業 道路河川部 道路管理課



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事業名 ふじさわ防災ナビ（小冊子）改定事業 担当課

総合指針コード 1-1-21

事 業 概 要
平常時の備えや避難先等の災害時に役立つ情報を分かり易くまとめた小冊子を改定

し、広く市民に配布するとともに、説明会を開催しﾏｲﾀｲﾑﾗｲﾝの取組を推進する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

防災政策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱１】 防災知識の普及啓発

事業No. 01

KPI： ふじさわ防災ナビ（小冊子）配布数 主体 行政

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

年度 目標値 実績値 単位

14,500

進捗率 備考

年

次

14,500

件
14,500

14,500

計画期間の４か年累計

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

58,000
件



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）に向け、災害時に必要な毛布や⾧期保存食等備蓄品を適正に整備するととも

に、防災機能強化の取組を行う。また、各種ハザードマップやふじさわ防災ナビ小冊子版などを整備し、市民へ配布を

行う。（ハザードマップの更新及び増刷を行い、市民への災害情報の周知、防災意識の向上を図る。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 02 事業名 ハザードマップの更新及び増刷 担当課 防災政策課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱１】 防災知識の普及啓発

KPI： 作成枚数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

25,500

件

土砂災害・洪水、津波、高潮

30,000
土砂災害・洪水、津波、高潮、

内水
土砂災害・洪水、津波、高潮、

内水

30,000
土砂災害・洪水、津波、高潮、

内水
115,500

件

30,000

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
応急手当実践力の強化を図るため、救命講習を実施し、応急手当の普及啓発を推進す

る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 03 事業名 応急手当普及啓発推進事業 担当課 救急救命課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱１】 防災知識の普及啓発

KPI： 救命講習受講者数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

10,000

人
10,000

人

10,000

10,000

事業費名 応急手当普及啓発推進事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

40,000 計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
市立小・中・特別支援学校管理下における児童生徒の安全確保の対策及び防災教育の

充実を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 04 事業名 学校における防災教育の推進 担当課 教育指導課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱１】 防災知識の普及啓発

KPI： 藤沢市防災研修会実施件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

3

件
3

件

3

3

事業費名 学校安全対策関係費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

12 計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
地震･津波発生時の避難路の安全確保のため、道路に面した危険ﾌﾞﾛｯｸ塀等の改修を行

う費用の一部を助成する｡

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 05 事業名 危険ブロック塀等安全対策工事費補助事業 担当課 防災政策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱２】 住宅等の耐震化

KPI： 危険ブロック塀等安全対策工事費補助件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

13

件
13

13

52
件

13

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

地震発生時の家具の転倒によるｹｶﾞや逃げ遅れの抑制のため、住宅等における家具固定

器具の取付けの普及促進を図る｡

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 06 事業名 家具転倒防止対策事業 担当課 災害対策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱２】 住宅等の耐震化

KPI： 家具固定器具取付工事を行う協定業者の取付件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

10

件
10

10

40
件

10

事業費名 地震避難対策関係費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
地震対策のため、耐震性が不十分な木造住宅、分譲マンション及び緊急輸送道路沿道建築物の

所有者等を対象に既存建築物の耐震促進事業を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 07 事業名 建築物等防災対策事業 担当課 住まい暮らし政策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱２】 住宅等の耐震化

KPI①： 木造住宅耐震診断補助件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

67

件

旧耐震：39 新耐震：28

60 旧耐震：30 新耐震：30

55 旧耐震：20 新耐震：35

55 旧耐震：15 新耐震：40

累

計

237
件

計画期間の４か年累計

KPI②： 木造住宅耐震改修工事等補助件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

25

件

旧耐震：23 新耐震：2

32 旧耐震：19 新耐震：13

28 旧耐震：14 新耐震：14

25 旧耐震：9   新耐震：16

累

計

110
件

計画期間の４か年累計

KPI③： 主体

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

事業費名 建築物防災対策事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード

備

考

所管省庁 国土交通省 補助金名 住宅・建築防災力緊急促進事業補助金

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

市営住宅大規模改修工事等により、居住環境の整備・改善を図るため、住宅環境整備

事業を行う。また、令和７年度に策定予定の「（仮称）藤沢市市営住宅マネジメント

計画」に基づき、市営住宅等のストック有効活用を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 08 事業名 市営住宅環境整備事業 担当課 住まい暮らし政策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱２】 住宅等の耐震化

KPI： 市営住宅の改修工事件数（外壁改修工事実施予定棟数） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

2

3

年

次

0

件
2

7
件

備考

事業費名 住宅環境整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要

大規模災害時の高齢者・障がい者・外国人などの要配慮者への支援体制充実に向け

て、福祉避難所（一次）等で運営支援をしていただける「災害時福祉ボランティア」

を募集する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 09 事業名 災害時のボランティアの募集 担当課 災害対策課

⑲ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

【柱３】 地域防災力の向上

KPI： 災害時福祉ボランティアの登録者数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

5

件
5

5

件

5

事業費名 地域防災対策費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

80 令和10年度末時点の累計

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
災害時の地域住民の共助のため、防災備蓄資機材等を購入する自主防災組織に費用の

一部を助成する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 10 事業名 自主防災組織資機材等購入費補助 担当課 災害対策課

⑧ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止

【柱３】 地域防災力の向上

KPI： 補助交付件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

50

件
50

50

200
件

50

事業費名 自主防災育成事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
断水時の生活用水の確保のため、手動揚水用ポンプを整備する指定防災井戸の所有者

に費用の一部を助成する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 11 事業名 指定防災井戸設置補助 担当課 災害対策課

⑧ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止

【柱３】 地域防災力の向上

KPI： 補助交付件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

6

件
6

6

24
件

6

事業費名 自主防災育成事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
大規模地震を疑似体験する機会を提供するため、地震体験車を地域の自主防災組織や

防災関係団体の防災訓練等に派遣する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 12 事業名 地震体験車等の訓練での活用 担当課 災害対策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱３】 地域防災力の向上

KPI①： 地震体験車の派遣件数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

130

件
130

130

130

累

計

520
件

計画期間の４か年累計

KPI②： 地震体験車の体験者数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

10,000

人
10,000

10,000

事業費名 危機管理対策事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

10,000

累

計

40,000
人

計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

433

累

計

1,732
件

計画期間の４か年累計

事業費名

防犯対策強化事業費

街頭防犯カメラ設置推進事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード
1-2-11

1-2-21

KPI②： 青色回転灯装備車両の貸出し件数（全地区） 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

433

件
433

433

1,346,000

累

計

5,384,000
円

計画期間の４か年累計

KPI①： 防犯パトロール団体への活動用品の支援額 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1,346,000

円
1,346,000

1,346,000

事 業 概 要

地域における防犯力の向上を図るため、自治会（町内会）を始めとする防犯パトロール団

体の活動用品を支援するとともに、青色回転灯装備車両を貸し出すほか、防犯カメラ設置

を推進するための補助事業を実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 13 事業名 地域防犯活動の推進 担当課 防犯交通安全課

⑩ 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

【柱３】 地域防災力の向上



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
市民の身近な公園である近隣公園及び街区公園等の整備を図る。（一時避難場所の確

保）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 14 事業名 近隣・街区公園新設事業 担当課 公園課

② 大規模地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

【柱３】 地域防災力の向上

KPI： 都市計画公園整備件数（住区基幹公園） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

件
1

大門公園の新設及び他の２公園

の改修を１件の整備とする

0

1
件

0

事業費名 近隣・街区公園新設事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 都市公園ストック再編事業

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 7 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 9 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 9 年度）

KPI①： 消防団へのパワーカッター配備 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

8

事 業 概 要 消防団を中核とした地域防災力の向上を図るため消防団の装備の充実を図ります。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 15 事業名 消防団充実強化推進事業 担当課 警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱３】 地域防災力の向上

機

累

計
機

31 最終目標（全３１分団）

KPI②： 高視認性活動服の配備 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

162

162

162

累

計
着

504 最終目標（定数５０４人）

最終目標（定数５０４人）

個

着

KPI③： 防火帽の配備 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

168

168

168

事業費名 消防団充実強化推進事業費

国

庫

所管省庁 総務省 補助金名 消防団設備整備費補助金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計
個

504



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 10 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要

国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）に向け、災害時に必要な毛布や⾧期保存食等備蓄品を適正に整備するととも

に、防災機能強化の取組を行う。また、各種ハザードマップやふじさわ防災ナビ小冊子版などを整備し、市民へ配布を

行う。（防災行政無線の難聴対策として、防災ラジオを市民頒布するとともに、防災係るスマートフォンアプリの登録

を促進するもの）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 16 事業名 緊急情報取得手段の普及啓発 担当課 防災政策課

③ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

【柱４】 緊急情報の伝達

KPI①： 防災ラジオの市民頒布数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

500

件
500

500

0

500

累

計

2,000
件

計画期間の４か年目標

20,000 令和１０年度末の累計目標

KPI②： ハザードンの登録者数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1,250

人

0

1,250 0

1,250

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

1,250 0

累

計

5,000
人

計画期間の４か年累計

15,000



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）に向け、災害時に必要な毛布や⾧期保存食等備蓄品を適正に整備するととも

に、防災機能強化の取組を行う。また、各種ハザードマップやふじさわ防災ナビ小冊子版などを整備し、市民へ配布を

行う（防災行政無線屋外拡声子局の適切な整備を行う

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 17 事業名 情報配信設備等整備 担当課 防災政策課

③ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

【柱４】 緊急情報の伝達

KPI： 検討の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

2

件

更新計画の精査

62

23

129
件

42

事業費名 未定

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考
KPIについては、「防災行政無線⾧寿化計画」に基づくもの。

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

事業費名 防災情報配信設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

進捗率 備考

年

次
件

防災行政無線基地局及び操作卓

更新

KPI： 防災情報配信設備等整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位

件

防災政策課

⑪ 地方行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

【柱４】 緊急情報の伝達

事業No. 18 事業名 インフラ損傷時を想定した通信回線の確保 担当課

事 業 概 要
災害時等に国や県、他市町村、その他防災関係諸機関と情報の確実な受伝達を目的と

して、バックホール回線を含む多重化を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
ＡＩ技術を取り入れたＳＮＳ緊急速報情報サービスを活用し、災害対応時等の情報収

集手段の多角化を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 19 事業名 ＳＮＳ緊急速報情報サービスによる情報収集 担当課 災害対策課

③ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

【柱４】 緊急情報の伝達

KPI： Specteeを活用した訓練の実施 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

回
1

1

4
回

1

事業費名 危機管理対策事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 通信指令体制を強化し、出動部隊の迅速円滑な出動を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 20 事業名 消防通信指令体制の強化 担当課 警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱４】 緊急情報の伝達

KPI： 指令システムの更新 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
件

1 耐用年数を経過する機器の更新

1
件

事業費名 消防指令システム等更新事業費

国

庫

所管省庁 総務省 補助金名 消防防災施設整備費補助金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要

要配慮者の把握や、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成・更新を行うとと

もに、各自主防災組織等との協働により、地域における避難支援体制づくりを推進す

る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 21 事業名 個別避難計画の作成 担当課 災害対策課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱５】 避難対策の強化

KPI： 個別避難計画の作成数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1900

件
2200

900

件

2300

事業費名 地域防災支援事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-11

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

7700 令和１０年度末の累計目標

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

KPI： 避難所訓練の開催数 主体

目標値 実績値 単位

年

次

災害対策課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱５】 避難対策の強化

事業No. 22 事業名 避難所等の環境改善 担当課

事 業 概 要
災害時の避難施設における混乱を防止するため、地域特性に応じた避難所運営マニュ

アルを作成し、関係者で開設フロー等を確認する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業費名 地域防災対策費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

年度

備

考

累

計
件

件

市内すべての指定避難所（８１

か所）での開設訓練

進捗率 備考



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、施設の耐震化整備、非常用自家発電

設備等に係る費用の一部を助成する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 23 事業名 高齢者施設等防災・減災対策推進事業 担当課 介護保険課

⑥ 医療・福祉施設及び関係者の不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

【柱５】 避難対策の強化

KPI： 耐震化整備、非常用自家発電整備等に係る補助対象事業所数 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

4

件
4

4

16
件

4

事業費名

国

庫

所管省庁 厚生労働省 補助金名 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

総合指針コード

備

考
件数は地域密着型サービス事業所の数

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
一定規模以上の開発及び建築行為に伴う届出制度を活用して、当該地域の災害ハザー

ド状況や避難方法等について事業者や市民等へ周知や意識啓発を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 24 事業名 藤沢市立地適正化計画による安全・安心な居住環境づくりの推進 担当課 都市計画課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱５】 避難対策の強化

回
7,000

7,000

計画期間の４か年累計

KPI①： 立地適正化計画の防災指針のホームページの閲覧数（災害リスクの周知） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

7,000

28,000
回

事業費名 基礎調査費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

実績値は建築、開発行為の計画件数等により影響するが、土地の売買や建築等の機会に当該地

の災害リスクを確実に周知・認識してもらうことを目標としている。

この他、届出事業者や市民等に対して災害ハザード状況等の周知を継続的に実施する。

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

7,000

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要

令和６年度神奈川県地震被害調査による、被災者救援活動シナリオを踏まえた計画変

更による資機材の充実・確保を行う。また、在宅避難・分散避難・縁故避難・自主避

難等や帰宅困難者等を含めた、防災備蓄資機材の追加整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 25 事業名 防災備蓄資機材の充実 担当課 防災政策課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 避難所避難者の毛布・食料・トイレ処理袋等の備蓄率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

100％の維持

100％の維持

100％の維持

100％の維持

100％の維持

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 災害時に使用するマンホールトイレの計画、整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 26 事業名 マンホールトイレの整備 担当課 防災政策課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： マンホールトイレの整備基数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

基
0

片瀬山市民の家 未利用地

4 鵠沼中学校

8
基

4

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

災害時に避難所となる施設に整備しているろ水機の点検、整備を実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 27 事業名 災害対策用ろ水機点検修繕 担当課 防災政策課

⑧ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 災害対策用ろ水機点検数（２か年計画） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

9

台

全19台中

10 全19台中

全19台中

10 全19台中

38
台

9

事業費名 防災施設等維持管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 災害時の応急給水に必要な耐震性飲料用貯水槽に維持管理を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 28 事業名 耐震性飲料用貯水槽整備事業 担当課 防災政策課

⑧ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 耐震性飲料用貯水槽貯水槽の維持管理計画（基数） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

3

基

全16基中

3 全16基中

全16基中

3 全16基中

12
基

3

事業費名 防災施設等維持管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
災害における想定避難者数の増加及び多様な避難形態に対応するため、食糧・毛布等

備蓄資機材を格納する防災備蓄倉庫の新設及び更新を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 29 事業名 防災備蓄倉庫の整備 担当課 防災政策課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 防災備蓄倉庫整備済（新設・更新）床面積 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

㎡
15 江の島島内

片瀬山市民の家 未利用地

100 鵠沼中学校

145
㎡

30

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱６】 防災資機材の増強

事業No. 30 事業名 大規模震災及び特殊災害対策強化事業 担当課

事 業 概 要
大規模震災対策及び特殊災害への対応を強化するために、災害活動に必要な資機材の

整備を図ります。（耐震性防火水槽の新規設置、既存防火水槽の⾧寿命化を含む）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

KPI①： 映像伝送システム（ドローン機体）導入数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位

5
機

1

2

進捗率 備考

年

次

1

機
新規購入

新規購入

事業費名 大規模震災等対策強化事業費

国

庫

所管省庁 総務省 補助金名 消防防災施設整備費補助金

総合指針コード

備

考
ドローンは既導入の２機を含め、令和８年度から５機で運用

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

令和４年度購入機の更新

1 令和５年度購入機の更新

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
複雑多様化する各種災害に対応するため消防救助資機材等を整備し、消防力の充実強

化を図ります。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 31 事業名 消防救助資機材等整備事業 担当課 警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 水難救助資機材（潜水器具）の更新 主体

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

2

式
2

2

8
式

2

事業費名 消防救助資機材等整備費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考
潜水活動を行う隊員個人に配備している潜水器具の更新

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
消防無線等の適正な配備及び保守管理を行い、通信指令業務の円滑な遂行と効果的な

運用を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 32 事業名 消防無線等管理事業 担当課 警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 消防救急デジタル無線の更新 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件
0

1

3
件

1

事業費名 消防無線等管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考
消防救急デジタル無線の更新（一部更新含む）

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 消防力の充実強化を図るため、消防車両等の整備及び更新を行います。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 33 事業名 消防自動車等整備事業 担当課 警防課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱６】 防災資機材の増強

KPI： 消防自動車等の更新数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

11

台
10

9

40
台

10

事業費名 消防自動車等整備費

国

庫

所管省庁 総務省消防庁 補助金名 緊急消防援助隊設備整備費補助金

総合指針コード

備

考

消防局の管理する車両台数（令和６年度時点：１２２台）のうち、更新計画に基づき４０台を

更新

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
沿岸地域住民等の津波避難場所の確保のため、屋上フェンスや外部階段等を整備する

民間事業者等に費用の一部を助成する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 34 事業名 津波避難施設の整備 担当課 防災政策課

③ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI： 津波避難施設整備事業費補助事業実施件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件
1

件

1

1

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

4 計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
急傾斜地崩落危険区域等の安全確保のため、神奈川県施行対策事業への費用負担を行

う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 35 事業名 急傾斜地防災事業 担当課 防災政策課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI： 神奈川県施行に対する補助の実施 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

1

1

年

次

1

件
1

4
件

備考

事業費名 急傾斜地防災事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
都市公園を市民に安全・安心に使用してもらうため、老朽化の進む施設の改築・更新等を行い、より一層

魅力的な誰にも優しい公園として既存施設の有効活用を図る。また、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別

警戒区域に位置する法面について、安全の確保に向けた整備を進める。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 36 事業名 公園改修事業（法面対策） 担当課 公園課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI： 公園及び緑地内の法面対策件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

件
0

対策工事（片瀬山公園）

0

1
件

1

事業費名 公園改修費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-61

備

考

所管省庁 補助金名
所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
市有山林の法面崩壊による災害を防止することは、隣接地に居住する市民の安心・安全に寄与することから、土砂災害

警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に位置する市有山林について、安全性の確保のための法面防護工事及び工事に向け

た調査業務を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 37 事業名 市有山林の法面対策事業 担当課 みどり保全課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI： 法面対策完了箇所数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件

宮前緑地

1 片瀬山五丁目緑地その２（北地区）

片瀬山五丁目緑地その２（南地区）

1 片瀬三丁目緑地（南地区）

4
件

1

事業費名 緑地改修事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-31

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
本市の都市拠点に位置づけられている健康と文化の森地区では、いずみ野線延伸の計画において新駅の設置が想定されており、現在、鉄道延伸の計画を見据え

ながら、地権者をはじめとする関係者とともに、本地区のまちづくりの検討を進めている。今後も引き続き、本市の新たな活力創造の場を創出する都市拠点と

してふさわしいまちづくりを推進する。また、台風や大雨時に慢性的に発生している道路冠水の解消を目的として、「健康と文化の森地区浸水対策基本計画」

に基づき地区内の浸水対策を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 38 事業名 健康と文化の森地区浸水対策事業 担当課 西北部総合整備事務所

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI： 雨水調整池の整備率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
％

20

40
％

20

事業費名 健康と文化の森整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 4-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
準用河川一色川流域の浸水被害を防止し、流域住民の安全・安心を確保するため、「準

用河川一色川整備基本計画」に基づき河川改修事業を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 39 事業名 一色川の河川改修事業 担当課 河川水路課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え

KPI①： 第一段階における事業進捗率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

100

％

事業費に対する累計進捗率

累

計

100
％

令和７年度で終了

KPI②： 第二段階における事業進捗率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

27.7

％

第二段階事業費に対する

15.9 単年度実績率

20.5

事業費名 一色川改修費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 防災・安全交付金

総合指針コード 1-1-51

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

16.9

累

計

81.0



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

KPI③： 浸水被害最小化に向けた取組（ソフト対策）

事業費名 下水道事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 1-1-91

主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
浸水想定区域図の活用及び更新、水位監視システム、止水

板設置支援の検討

累

計

KPI②： 下水道施設の浸水対策（ハード対策） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
浄化センター、ポンプ場の耐水化及び樋門の改良検討

累

計

KPI①： 雨水管理総合計画に基づく重点対策地区等の浸水対策（ハード対策） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
重点対策地区、その他の地区の浸水対策検討

事 業 概 要

市民が健康で快適かつ安全に生活が送れるよう、生活環境の改善、雨水の排除による浸水の防

除及び公共用水域の水質の保全を図るため、下水道の整備及び維持管理を行う。（浸水対策施

設整備（ハード対策）、被害最小化に向けた取組（ソフト対策））

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 40 事業名 浸水対策施設整備及び被害最小化に向けた取組 担当課 下水道計画業務課・下水道施設課

④ 突発的又は広域的な土砂災害・洪水・高潮等に伴う多数の死傷者の発生

【柱７】 自然災害（津波、風水害）への備え



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
防災備蓄倉庫の新設や地域防災活動等のため、民間や公共の空地等を活用した防災広

場・備蓄拠点等の整備を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 41 事業名 防災広場及び備蓄拠点整備事業 担当課 防災政策課

⑧ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 防災広場又は備蓄拠点倉庫の新規整備箇所数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

1

年

次
件

件

備考

公共施設の再整備及び公共空地

の利活用に伴い整備を行う。

事業費名 防災設備等整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 1-1-21

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

1 計画期間の４か年で１箇所



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

市民会館及び旧南市民図書館の建て替えに合わせて、市民ギャラリー等の公共機能を

複合化し、奥田公園を含む生活・文化拠点を再整備する。（生活・文化拠点再整備に

おいて、安全性の確保と防災機能の強化を図る）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 42 事業名 生活・文化拠点再整備事業 担当課 企画政策課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 事業の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
件

管理・運営計画、基本設計

管理・運営計画、基本設計等

既存施設解体等

実施設計等

件

事業費名 生活・文化拠点再整備費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 5-3-11

備

考
スケジュール進捗による進行管理とする

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

片瀬山市民の家は、昭和５１年に建築され、地域における交流・活動拠点として活用

されてきたが、建築後４８年が経過し、施設・設備等の老朽化及び陳腐化が進んでい

ることから再整備するもの。（災害時は避難施設等として活用する。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 43 事業名 片瀬山市民の家再整備事業 担当課 市民自治推進課

⑪ 地方行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 片瀬山市民の家再整備事業の年度進捗 主体 行政

年度 目標値(%) 実績値(%) 単位 進捗率 備考

年

次
件

整備手法の検討

測量・基本設計等の完了

実施設計・施工着手

共用開始

累

計
件

事業費名 未定

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考
スケジュール進捗による進行管理とする

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

鵠沼市民センター・公民館は、建物等の老朽化や津波に対する防災機能の不足が課題

とされており、特に鵠沼地区は津波被害が想定される地区であることから、セン

ター・公民館の再整備事業として、指定緊急避難場所としての整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 44 事業名 鵠沼市民センター等再整備事業 担当課 鵠沼市民センター

⑪ 地方行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 鵠沼市民センター再整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値(%) 実績値(%) 単位 進捗率 備考

年

次
件

基本・実施設計（１年目）

基本・実施設計（２年目）
基本・実勢設計（３年目）、第一期工事（１年目）

第一期工事（２年目）

件

事業費名 鵠沼市民センター改築事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 2-3-141

備

考
スケジュール進捗による進行管理とする

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
１９６６年の建設後５０年以上が経過した村岡公民館を、藤沢市公共施設再整備基本

方針に基づき周辺の公共施設との複合化を図ったうえで再整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 45 事業名 村岡公民館の再整備 担当課 村岡市民センター

⑪ 地方行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 村岡公民館の再整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
件

令和７年度までに再整備完了

件

事業費名 村岡市民センター改築事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 都市構造再編集中支援事業費補助金

総合指針コード

備

考
スケジュール進捗による進行管理とする

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

消防総務課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱８】 拠点施設の再整備

事業No. 46 事業名 消防庁舎等の整備 担当課

件

事 業 概 要
市内の消防施設を計画的に整備し、多様化する災害事象に対応すべく消防体制の充実

を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

２署１２出張所１分遣所等の工

事・修繕等

KPI： 整備する消防署所及び藤沢市消防防災訓練センターの数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

件

事業費名 庁舎等整備費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

消防総務課

⑤ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救援活動等の絶対的不足

【柱８】 拠点施設の再整備

事業No. 47 事業名 消防庁舎等の維持管理 担当課

件

事 業 概 要
消防署所及び藤沢市消防防災訓練センターを計画的に整備し、多様化する災害事象に

対応すべく消防体制の充実強化を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

２署１２出張所１分遣所等の工

事・修繕等

KPI： 維持管理する消防署所及び藤沢市消防防災訓練センターの数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

件

事業費名 庁舎等管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

１ 施設修繕

２ 施設賠償責任保険

３ 消防署所空調設備保守点検

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

藤沢市立学校施設再整備第２期実施計画に基づき、学校施設の維持保全を図るため、

校舎及び屋内運動場の外壁改修、設備や機器等の改修及び更新等整備事業を実施す

る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 48 事業名 学校施設維持保全事業 担当課 学校施設課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 校舎及び屋内運動場の外壁改修の件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

6

件

校舎5、屋内運動場1

6
件

事業費名 学校施設環境整備事業費

国

庫

所管省庁 文部科学省 補助金名 学校施設環境改善交付金

総合指針コード

備

考

藤沢市立学校施設再整備第２期実施計画は令和７年度までを計画期間としており、令和８年度

以降は、今後の計画見直しに基づいて設定する

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

令和７年度で終了累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
藤沢市立学校施設再整備第２期実施計画に基づき、学校施設の老朽化の解消を図るた

め、校舎、屋内運動場等の改築事業や大規模改修事業を実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 49 事業名 学校施設再整備事業 担当課 学校施設課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 校舎等の改築事業の件数（基本実施設計委託） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件

1
件

事業費名 学校施設環境整備事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

藤沢市立学校施設再整備第２期実施計画は令和７年度までを計画期間としており、令和８年度

以降は、今後の計画見直しに基づいて設定する

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

令和７年度で終了累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 7 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
藤沢市立学校施設再整備第２期実施計画に基づき、学校施設の教育環境等の向上を図

るため、空調設備整備及びトイレ改修、グラウンド改修等整備事業を実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 50 事業名 学校施設環境整備事業 担当課 学校施設課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI①： 空調設備整備の件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

9

件

工事1、リース8

累

計

9
件

令和７年度で終了

KPI②： トイレ改修の件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

3

累

計

3 ###### 令和７年度で終了

KPI③： グラウンド改修の件数 主体

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

事業費名 学校施設環境整備事業費

国

庫

所管省庁 文部科学省 補助金名 学校施設環境改善交付金

総合指針コード

備

考
令和８年度以降は、今後の計画見直しに基づいて設定する

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

令和７年度で終了



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
学校施設の老朽化の解消のため、校舎の改築や大規模改修を行うことで、安全性を確

保させるとともに、教育環境の整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 51 事業名 鵠沼中学校再整備事業 担当課 学校施設課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 鵠沼中学校再整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

年

次
件

件

備考

改築にかかる事業であるため、

指標を設定できないが、今後の

スケジュールを示すことはでき

る。

事業費名 鵠沼中学校改築事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
学校施設の老朽化の解消のため、校舎の改築や大規模改修を行うことで、安全性を確

保させるとともに、教育環境の整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 52 事業名 辻堂小学校再整備事業 担当課 学校施設課

⑦ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

【柱８】 拠点施設の再整備

KPI： 辻堂小学校再整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

年

次
件

件

備考

改築にかかる事業であるため、

指標を設定できないが、今後の

スケジュールを示すことはでき

る。

事業費名 辻堂小学校改築事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

交通機関の運行停止による帰宅困難者対策として、市内主要駅における協議会や運営

委員会での共通認識を深めるとともに訓練の実施等を進める。また、帰宅困難者一時

滞在施設数の増加を目指す。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 53 事業名 帰宅困難者対策 担当課 災害対策課

⑨ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 帰宅困難者対策に係る意見交換を行う関係機関の数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

5 毎年、５機関以上

5 毎年、５機関以上

件

5 毎年、５機関以上

5 毎年、５機関以上

事業費名 地震避難対策等関係費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

20 計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
文化財保存活用地域計画を策定するなかで、市民の貴重な財産である文化財の維持、

保存に係る防災対策を図っていく。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 54 事業名 文化財の保護 担当課 郷土歴史課

㉒ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 文化財保存活用地域計画策定の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

ワークショップの開催等

計画策定、文化庁へ認定申請

事業費名 文化財保存活用地域計画策定事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 法人立保育所等の施設整備に要する費用に対して助成する

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 55 事業名 保育所等整備事業 担当課 子ども総務課

⑪ 地方行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 法人立保育所等施設整備助成事業 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件

保育所の新設

1
件

事業費名 法人立保育所等施設整備助成事業費

国

庫

所管省庁 こども家庭庁 補助金名 就学前教育・保育施設整備交付金

総合指針コード 3-3-41

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

環境施設課

⑳ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

【柱９】 防災都市づくり

事業No. 56 事業名 一般廃棄物処理施設整備事業 担当課

事 業 概 要

石名坂環境事業所及び北部環境事業所の整備に向け準備を進める。（災害時にも廃棄

物処理が行えるよう、設備の強靱化を図り、災害復興拠点としての機能を有する施設

として整備する。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

KPI①： 石名坂環境事業所再整備の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

令和１０年度事業終了予定

令和６年度 工事着手

事業費名 一般廃棄物中間処理施設整備事業費

国

庫

所管省庁 環境省 補助金名 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

総合指針コード

備

考
（仮称）北部環境事業所し尿処理施設は令和１０年度までを準備期間とする

所管省庁 環境省 補助金名 循環型社会形成推進交付金

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
災害時においても迅速かつ円滑に廃棄物を収集及び収集指揮できるよう、施設の強靭

化を図ります。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 57 事業名 環境事業センター災害廃棄物収集事業 担当課 環境事業センター

⑳ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 再生可能エネルギーによる発電量 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

25,000

ｋｗ
25,000

25,000

100,000
ｋｗ

25,000

事業費名 環境事業センター管理費

国

庫

所管省庁 環境省 補助金名 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
 小規模事業者が自然災害等に備えるため、災害リスクに関する情報提供や事業を継

続するための計画策定支援など各種支援策を、商工会議所との協働により実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 58 事業名 商工会議所との協働により実施する事業継続力強化支援 担当課 産業労働課

⑫ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力・経営執行力低下

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 事業継続力強化のための周知・啓発活動（セミナー・研修会等の実施） 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

3

回
3

3

12
回

3

事業費名 商工会議所事業助成費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
平常時における効率的な漁業活動を維持するため、漁港管理者として良好な漁港施設

の保全を行うことで、災害時における海上輸送路としての機能も確保する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 59 事業名 漁港施設の機能保全対策事業 担当課 農業水産課

⑬ 食料等の安定供給の停滞に伴う、市民活動への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 片瀬漁港西防波堤他鋼矢板の補修 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件

鋼矢板基礎部の開孔箇所補修

1
件

事業費名 漁港機能保全対策事業費

国

庫

所管省庁 水産庁 補助金名 水産物供給基盤整備事業補助金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

市内全域の水利施設について、総点検を行ったうえで機能保全計画を策定し、計画的

に改修・機能更新を図る。また、農業生産の維持・向上のため、農道の拡幅整備、農

業用水路の改修、圃場整備の進捗を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 60 事業名 農業基盤整備事業 担当課 農業水産課

⑬ 食料等の安定供給の停滞に伴う、市民活動への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI①： 水利施設の総点検の実施と機能保全計画の策定 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

4

件

ゴム堰の機能診断調査

1 未定（ゴム堰以外の水利施設）

1 未定（ゴム堰以外の水利施設）

1 未定（ゴム堰以外の水利施設）

累

計

7
件

計画期間の４か年累計

KPI②： 西俣野地区農道の拡幅整備 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
ｍ

物件補償、用地買収のみ

100

58

事業費名 農業基盤整備事業費

国

庫

所管省庁 農林水産省 補助金名 水利施設等保全高度化事業

総合指針コード 4-3-61

備

考
このほか、農地耕作条件改善のための圃場整備を予定

所管省庁 農林水産省 補助金名 農地耕作条件改善事業交付金

所管省庁 補助金名

116

累

計

274 計画期間の４か年累計

KPI③： 宮原地区目久尻川左岸農業用水路の改修 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

50

ｍ
90

90

90

累

計

320
ｍ

計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

「藤沢市空家等対策計画」に基づき、空家の発生抑制の啓発、空家の適正管理の促進、特定空家等の認定と措置及び空

家の利活用の推進などの空家対策を行う。

（地震時の部材の落下・飛散や火災につながる可能性のある管理が不適切な空家の対策のため、適正管理を促進するほ

か、空家の発生を抑制し、２次被害のリスクの軽減を図る。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 61 事業名 空家対策事業 担当課 住まい暮らし政策課

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

KPI①： 適正管理の通知の送付 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

180

件
186

192

198

累

計

756
件

計画期間の４か年累計

KPI②： 空家相談会の実施 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

2

回
2

2

事業費名 空家対策関係費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード 4-2-31

備

考
国が示す指針の策定以前に設置された防火水槽の⾧寿命化を図るもの

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

2

累

計

8
回

計画期間の４か年累計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

村岡新駅周辺に新たな都市拠点を創出するとともに、「かながわ都市マスタープラン」に位置付けられた村岡・深沢地

区における都市圏域の自立を支える新たな地域の拠点整備に神奈川県、鎌倉市と広域連携を図りながら取り組む。(浸

水想定区域内における周辺住民や来街者などの安全確保やレジリエンスの高い新たな都市拠点形成のため、浸水被害等

を最小化する都市基盤整備を行うとともに、被災時においても活動を継続するための対策を講じたまちづくりを進め

る。)

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 62 事業名 村岡地区都市拠点総合整備事業 担当課 都市整備課

⑨ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 村岡新駅周辺地区における都市基盤整備率 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

％
11

25

43
％

7

事業費名 村岡地区都市拠点総合整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 まちなかウォーカブル推進事業

総合指針コード 4-1-51

備

考

所管省庁 国土交通省 補助金名 都市・地域交通戦略推進事業

所管省庁 国土交通省 補助金名 都市構造再編集中支援事業

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
藤沢駅周辺地区の再活性化と都市機能更新の強化を図るため、藤沢駅周辺地区再整備構想・基本計画に基づき、個別プ

ロジェクトの具体化及び事業実施に向けた調整・検討を進める。（基盤の再整備と合わせて、商業・業務機能の充実を

目指し、老朽化また耐震性に課題のある建物や機能の更新を図ることを目的に、市街地再開発事業を実施する。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 63 事業名 藤沢駅南口391地区市街地再開発事業 担当課 藤沢駅周辺地区整備担当

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 耐震性のない要緊急安全確認大規模建築物の更新 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
棟

設計、協議等の実施

設計、協議等の実施

事業着手

2 解体

2
棟

事業費名 藤沢駅周辺地区再整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 4-1-41

備

考

所管省庁 補助金名
所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
藤沢駅周辺地区の再活性化と都市機能更新の強化を図るため、藤沢駅周辺地区再整備構想・基本計画に基づき、個別プ

ロジェクトの具体化及び事業実施に向けた調整・検討を進める。（本市の交通･商業の中心地である藤沢駅を利用する

市民や来訪者の安全性、利便性を向上させるため、藤沢駅南口駅前広場及び老朽化したデッキの再整備を行う。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 64 事業名 藤沢駅南口駅前広場及びデッキ再整備事業 担当課 藤沢駅周辺地区整備担当

① 大規模地震に伴う、建物倒壊による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 協議・検討等の年度進捗 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
件

先行整備に向けた協議、設計

先行整備に向けた協議、設計

先行整備の実施

先行整備の実施

件

事業費名 藤沢駅周辺地区再整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 都市構造再編集中支援事業費補助金

総合指針コード 4-1-41

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
狭あいな道路を解消し生活道路の機能向上を図るため、「建築基準法第42条第2項の規定により特定行政庁が指定し

た道又は市⾧がこれと同等と認める道」について、藤沢市狭あい道路整備要綱に基づき、後退地及び角切地の権原

を取得するとともに、必要に応じ工作物等の移設や樹木の伐採等費用の一部を補償し、舗装等の整備を行う。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 65 事業名 狭あい道路整備事業 担当課 道路管理課

⑰ 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 用地契約延⾧ ※両側換算 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1,200

m
1,200

1,200

4,800
m

1,200

事業費名 狭あい道路整備事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要
 誰もが生活しやすいまちづくりを進めるため、安全で快適な道路環境と安心して移動できる歩行空間の確保に向け、

市道の新設や拡幅を行う。また、安全・快適に自転車利用ができるよう自転車通行空間の整備を行う。(地震・台風な

どの災害時において電柱の倒壊、電線の切断などにより引き起こされる道路閉そく等を防止する。)

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 66 事業名 無電柱化の推進 担当課 道路整備課

⑰ 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 無電柱化路線延⾧ 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

ｋｍ

電線共同溝工事（構造物のみ）

0 電線共同溝工事に向けた道路改良工事

電線共同溝工事及び電線共同溝工事に向けた道路改良工事

0.16 電線共同溝工事及び電線共同溝工事に向けた道路改良工事

ｋｍ

0

事業費名 市道新設改良費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 無電柱化推進事業費補助

総合指針コード 4-1-11

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

8.21

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和
10

年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

 誰もが生活しやすいまちづくりを進めるため、安全で快適な道路環境と安心して移

動できる歩行空間の確保に向け、市道の新設や拡幅を行う。また、安全・快適に自転

車利用ができるよう自転車通行空間の整備を行う。（災害時の救助･復旧･物流機能の

確保や火災の延焼遮断機能等を担うため、都市計画道路の整備及び市道の新設改良事

業を進める。）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 67 事業名 都市計画道路等の整備 担当課 道路整備課

⑰ 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI①： 整備の進捗率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
％

整備に向けた用地取得、工事の実施

整備に向けた用地取得、工事の実施

整備に向けた用地取得、工事の実施

整備に向けた用地取得、工事の実施

累

計

77.7
％

令和６年度時点で77.7％の進捗

率

KPI②： 事業完了路線数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

路線
2

善行駅周辺地区

六会554号線(第二工区)

0

事業費名 市道新設改良費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 防災・安全交付金

総合指針コード 4-1-11

備

考

事業概要

○鵠沼奥田線街路新設事業、藤沢石川線街路新設事業（善行南工区）

〇藤沢６５２号線道路改良事業 事業期間：H21～R17年度 全体事業費：47.4億円

 藤沢駅辻堂駅線道路改良事業 事業期間：H22～R14年度 全体事業費：21.5億円、六会５５４号線道路改良事業（第二工区） 事業期間：R2～R8年度 全体事業費：0.7億

円

 宮原百石線道路改良事業 事業期間：H28～R10年度 全体事業費：7.0億円、善行駅周辺地区移動円滑化整備事業 事業期間：H30～R8年度 全体事業費：13.4億円

 市道１４７号線道路新設改良事業 事業期間：R5～R24年度 全体事業費：85.0億円

 ⾧後７２５号線歩道整備事業（第一工区） 事業期間：R1～R10年度 全体事業費：2.5億円、⾧後７２５号線歩道整備事業（第二工区） 事業期間：R1～R19年度 全体事

業費：7.3億円

※事業期間については、概略のため今後変更になる場合があります。

所管省庁 国土交通省 補助金名 交通連携道路事業費補助

所管省庁 補助金名

2
宮原百石線

⾧後725号線（第一工区）

累

計

4
路線



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

トンネル等道路施設について、安全で円滑な交通の確保や適正な管理を行うため、専門

家による定期点検を実施するとともに、点検結果等に基づき計画的に道路施設の修繕、

更新、⾧寿命化等の取組を実施する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 68 事業名 トンネル等道路施設の安全確保 担当課 道路維持課

⑰ 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI： トンネルの修繕及び定期点検（４本） 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

件

大庭ﾄﾝﾈﾙ（修繕）

2 大庭ﾄﾝﾈﾙ（修繕）、修繕計画

大庭ﾄﾝﾈﾙ（修繕）

4 ﾄﾝﾈﾙ定期点検

8
件

1

事業費名 道路施設改修事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 道路メンテナンス事業費補助

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
災害発生時に緊急輸送路及び避難路としての機能確保を図るため、歩道橋を含む橋りょ

うの耐震化対策を進める。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 69 事業名 橋りょう耐震化事業 担当課 道路維持課

⑰ 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 橋りょうの耐震化 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0

橋
2 善行歩道橋、村岡歩道橋

城下橋、北の谷跨道橋

1.25 大庭大橋(1/4)、鵠沼１号歩専道

5.25
橋

2

事業費名 橋りょう架替事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

計画期間の４か年累計累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

2292
基

計画期間の４か年累計

KPI②： 緊急輸送道路や幹線管きょマンホール浮上診断

事業費名 下水道事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 1-1-91

主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

573

573

備考

年

次

573

基

実績値は浮上診断+対策工事の

合算値とする573

1

累

計

5
施設

計画期間の４か年累計

KPI①： 避難施設等からの排水を受ける管路の耐震化 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

1

施設
1

2

事 業 概 要

市民が健康で快適かつ安全に生活が送れるよう、生活環境の改善、雨水の排除による

浸水の防除及び公共用水域の水質の保全を図るため、下水道の整備及び維持管理を行

う。（下水道総合地震対策計画に基づく重要な幹線等の耐震化対策及び液状化対策）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 70 事業名 下水道管路の耐震化 担当課 下水道管路課

⑯ 上下水道施設の⾧期間にわたる機能停止

【柱９】 防災都市づくり



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

21.8
ポイント

事業費名 下水道事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備総合交付金

総合指針コード 1-1-91

計画期間の４か年累計

KPI： 浄化センター・ポンプ場の耐震化・耐津波化 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

8.3

5.0

備考

年

次

4.0

ポイント

ふじさわ下水道中期経営計画にて全75

施設の耐震化・耐津波化（診断・設

計・工事）の進捗をポイント管理して

いる（75ポイント＝100％）

4.5

事 業 概 要
市民が健康で快適かつ安全に生活が送れるよう、生活環境の改善、雨水の排除による浸水の防

除及び公共用水域の水質の保全を図るため、下水道の整備及び維持管理を行う。（下水道総合

地震対策計画に基づく各浄化センター及び各ポンプ場の耐震対策及び耐津波対策）

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 71 事業名 浄化センター・ポンプ場の耐震化・耐津波化 担当課 下水道施設課

⑯ 上下水道施設の⾧期間にわたる機能停止

【柱９】 防災都市づくり



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

件

346

計画期間の４か年累計

KPI①： 危険物施設等に対する査察実施数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

346

件
346

346

累

計

1384

計画期間の４か年累計累

計

24
件

件
6

6

6

事 業 概 要
法令に基づき危険物規制に係る事業を実施するとともに、製品安全関連法等に係る事業

を実施し、火災等による被害の軽減を図ります。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 72 事業名 危険物施設等の安全対策・建物の火災予防対策 担当課 予防課

② 大規模地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

事業費名 予防事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考
新設や廃止・休止などにより、目標値に増減が生じる。

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

KPI②： 販売事業者に対する立入検査実施数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

6



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要
 火災等による被害の軽減を図るため、法令に基づき防火・防災管理、消防用設備等

の指導及び違反対象物の是正指導等を行います。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

3,500

件

事業No. 73 事業名 消防法令に基づく、火災予防指導事業 担当課 査察指導課

② 大規模地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 防火対象物等への査察執行 主体 行政

事業費名 査察指導事業費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

3,500

3,500

件

3,500

計画期間の４か年累計

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

14,000



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 市内の消防水利の維持管理及び充足率向上、充実強化を図ります。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 74 事業名 消防水利管理事業 担当課 警防課

② 大規模地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

【柱９】 防災都市づくり

KPI： 消防水利の維持管理・補強件数 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

2

基

既存防火水槽の⾧寿命化

2 既存防火水槽の⾧寿命化

既存防火水槽の⾧寿命化

2 既存防火水槽の⾧寿命化

8
基

2

事業費名 消防水利管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

※100㎥級耐震性貯水槽及び40㎥級防火水槽設計指針（昭和57年度）

 飲料水兼用耐震性貯水槽技術指針（昭和58年度）

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

国が示す指針の策定以前に

設置された防火水槽※

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

総合指針コード

備

考

⑲ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

【柱10】 迅速な復旧・復興

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

事業費名 防災対策役務費

国

庫

所管省庁 補助金名

100団体の維持

100団体の維持

累

計

KPI： 実効性のある災害時応援協定の維持 主体 市民・事業者

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

100団体の維持

100団体の維持

事 業 概 要

災害時には協働して対応にあたる防災関係機関や民間事業者等から、より専門的な知

識や技能、すぐに活用できる資材等を提供いただくほか、危険な現場での作業に協力

いただけるよう協定を締結するもの。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 75 事業名 災害時応援協定の促進と受援体制の構築 担当課 防災政策課



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

総合指針コード

備

考

㉒ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失

【柱10】 迅速な復旧・復興

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

事業費名 災害復興基金積立金

国

庫

所管省庁 補助金名

５億円の維持

５億円の維持

累

計

KPI： 災害復興基金の一定額の確保 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

５億円の維持

５億円の維持

事 業 概 要

災害からの「市民生活の復興」を速やかに進めるために、被災者の生活再建支援、被

災した住宅や事業所等の復旧支援、地域コミュニティや文化の復興支援に向けて必要

な財源の確保を目的として積み立てるもの。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 76 事業名 災害復興基金の活用 担当課 防災政策課



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 10 年度）

事 業 概 要
災害時の一時避難場所や復旧活動用地等の確保のため、防災協力農地の確保・維持に

努め、農地の防災空間化を図る。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 77 事業名 防災協力農地の確保 担当課 農業水産課

㉑ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

【柱10】 迅速な復旧・復興

KPI： 防災協力農地登録面積の維持 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

81,313

㎡

現況面積（2024.12末現在90,104㎡）の維持

現況面積（2024.12末現在90,104㎡）の維持

都市農業振興基本計画の見直しに伴い、再検討予定

都市農業振興基本計画の見直しに伴い、再検討予定

㎡

事業費名 農業総務関係費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

81313

累

計



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 年度

（令和 年度）

累

計
件

（都市計画基礎調査）

情報収集等を目的として、市民を対象とし

た復興まちづくりイメージトレーニングを

実施する。

KPI③： 事前復興まちづくり計画の策定 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次
件

災害危険度判定調査

事前復興まちづくり計画の検討

累

計
回

職員を対象に継続的に実施す

る。

回
1

1

年度 目標値 実績値 単位

1

復興事前準備の必要性を感じた

職員の割合（アンケート）

KPI②： 復興まちづくりイメージトレーニング（職員向け）の実施 主体 行政

累

計
％

進捗率 備考

年

次

1

％
100

100

100

事 業 概 要
大規模災害発生後に迅速かつ的確に復興まちづくりに取り組めるよう、復興まちづくりイメー

ジトレーニングなどの訓練や研修を行い、復興まちづくりに関する実務能力の習熟を図ること

などにより、平時から市街地復興を中心に復興事前準備を進める。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 78 事業名 復興まちづくりの事前準備 担当課 都市計画課

⑱ 復興ビジョンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れる事態

【柱10】 迅速な復旧・復興

事業費名 基礎調査費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

KPI①： ｅラーニングによる意識啓発 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

100



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要 神奈川県と連携して応急仮設住宅の設置計画を推進する。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 79 事業名 応急仮設住宅の設置計画の推進 担当課 住まい暮らし政策課

㉑ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

【柱10】 迅速な復旧・復興

備考

年

次

60

件

現在の応急仮設住宅建設候補地につい

て、航空写真や必要に応じて現地確認

等を実施し、見直しを図る。また、新

規の建設候補地確保にも努める。

70

KPI①： 応急仮設住宅建設候補地の見直し 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率

70

70

計画期間の４か年累計

事業費名 住宅維持管理費

国

庫

所管省庁 補助金名

総合指針コード

備

考

応急仮設住宅については、建設型の他に民間賃貸住宅等を借り上げる方式（借上型）もある。

借上型についても、災害発生時に迅速に対応できる体制を整える。

所管省庁 補助金名

所管省庁 補助金名

累

計

270
件



令和 7 年度

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和 10 年度

（令和 年度）

事 業 概 要

地籍調査は、国土調査法に基づき一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、そ

の境界の位置と面積を測量するとともに、その結果を取りまとめて認証された簿冊及

び地図の写しを登記所に送付するものである。

主なﾘｽｸｼﾅﾘｵ

施 策 の 柱

事業No. 80 事業名 地籍調査事業 担当課 道路管理課

㉑ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

【柱10】 迅速な復旧・復興

KPI： 調査対象区域での進捗率 主体 行政

年度 目標値 実績値 単位 進捗率 備考

年

次

0.2

％
0.2

0.2

0.7
％

0.1

事業費名 地籍調査事業費

国

庫

所管省庁 国土交通省 補助金名 地籍調査費負担金

総合指針コード

備

考

所管省庁 国土交通省 補助金名 地籍整備推進調査費補助金

所管省庁 国土交通省 補助金名 社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助

計画期間の４か年累計累

計


